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私たちが直面する地球温暖化問題は、現代を生きるものにとって重要な

課題です。

私たちは環境問題に取り組み、環境保全で“明るい未来の街づくり”を組

織及び各人がその役割を担い、自らの事業の発展を求めて環境保全意欲

増進のための活動を促進するために地域顧客と共に考え施策を講じていき

ます。
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　　②次の項目について環境経営目標を定め、実施計画を立て継続的改善に努めます。

　　①環境関連法規性や当社が約束したことを遵守します。

代表取締役

【基本理念】

環 境 経 営 方 針

　１地球温暖化防止のためＣＯ2排出量削減　 ６再資源化品の販売促進
　２電力使用量削減　　　　　　　　　　　　７水資源の保護
　３収集運搬車等の燃料削減　　　　　　　　８グリーン購入の推進
　４受託廃棄物の再資源化促進　　　　　　　９人材育成、環境教育普及啓発等の推進
　５自社排出一般廃棄物の削減

実施計画に定めた各種指標等、取組項目ごとの進捗状況について、目標値や過去の
実績値比較評価を行い、事業活動に係る環境配慮等の情報を当社に働くすべての

従業員に周知し、環境レポートを社外に公表します。

環境経営が重要課題であることを踏まえ、環境経営システムを構築・運用し、有限会社日置
川清掃の全社員が自主的・積極的に環境保全活動に取り組みます。当社の産業廃棄物収集運
搬・中間処理における環境負荷を減少させ、リサイクル率を高める事業活動に取り組むた
め、次のように定めます。

・適正処理の更なる推進と環境再生に努めます。
・産業廃棄物の適正な収集運搬及び処理を促進す
るための人材を育成します。
・最終処分量削減によるコスト削減や再生資源化
率向上を目指します。

・温室効果ガスの排出による環境への負荷を
出来る限り低減します。
・非常災害により生じた廃棄物の処理に積極
的に協力します。
・環境保全や雇用の拡大に努め、地域社会の
健全な発展に貢献します。

《事業基盤の強化・拡大》 《ＣＳＲ活動への積極的な取り組み強化》

【環境保全への行動指針】

制定日　2006年 5月 1日
改定日　2012年 7月14日
改定日  2017年 8月 8日
改定日　2019年12月12日
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（１） 名称及び代表者名
有限会社　日置川清掃
代表取締役　廣田　稔雄

（２） 所在地
本　　　社（登記上） 和歌山西牟婁郡白浜町日置2039番地の64号
処理施設及び事務所 和歌山西牟婁郡白浜町日置大古537番地の126号
土壌改良材置き場 和歌山西牟婁郡白浜町日置大古537番地の44号

（３） 環境管理責任者氏名及び担当者連絡先
環境管理責任者　 工場長 浅井　康紀　　 TEL：0739-87-2027
環境事務局 営業部 武田　貴稔 TEL：0739-87-2027

（４） 事業内容

一般廃棄物の積替え保管を含む収集運搬及び中間処理

産業廃棄物の一部積替え保管を含む収集運搬及び中間処理

再資源化品の製造販売及び太陽光の売電事業

（５） 事業の規模
法人設立
資本金 万円
売上高 万円

㎡ ㎡

受託した産業廃棄物の処理量
ｔ
ｔ

（うち再資源化量） ｔ

ｔ

12ｔ脱着式コンテナ専用車 台

 4ｔ脱着式コンテナ専用車 台

 2ｔ脱着式コンテナ専用車 台

台

台

台

台

台

台

台

備考

バックフォー 6 台

タイヤショベル 2 台

フォークリフト 2 台

清掃機器 1 台 搭乗式スイーパー

合計 台

主要設備

台数 備考

基

基

基

基

基

基

積み替え保管施設

㎡ ｍ

1缶圧縮施設 4.35ｔ/日（一般廃棄物のみ使用）

115.33事務所保管施設 0.9 屋外及び屋内

名称

1 2.88ｔ/日

1 0.18ｔ/日

名称 保管面積 保管上限 備考

混合廃棄物選別プラント 1 120㎥/日

破砕機(ＳＳＣ-12040)

発泡スチロール減容器

破砕機(ＢＲ120Ｔ-1型) 1 121ｔ/日（木くずに限る）

0.28ｔ/日（軟質系廃プラスチック類に限る)圧縮・梱包施設 1

 8ｔユニック車

 3ｔユニック車

 3ｔパッカー車

 2ｔパッカー車

平ボテ車

軽トラック

台数車種

11

300
19,359

組 織 の 概 要

延べ床面積　　　 174

従業員　　　　　

収集運搬量 6,886
中間処理量

1988年1月14日

重機・その他 台数

処理施設・土壌改良材置き場
19名

5,052

事務所

6,851

最終処分量 885

2

4

1

1

1

1

2

1

1

14合計

6,397
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□認証・登録の対象組織・活動

登録組織名： 有限会社　日置川清掃

対象事業所： 事務所・処理施設及び土壌改良材置き場

活動： 一般廃棄物の積替え保管を含む収集運搬及び中間処理
産業廃棄物の一部積替え保管を含む収集運搬及び中間処理

再資源化品の製造販売及び太陽光の売電事業

更新日：

代表者

 環境管理責任者

環境事務局

営業部 武田貴稔

浅井康紀

代表取締役 廣田稔雄

環境経営組織及び役割・責任・権限
2025年5月1日

工場長

総務部 営業部 産業廃棄物部 一般廃棄物部 施設部

全従業員

部門長

　●自部門の従業員における環境経営方針の周知
　●自部門の従業員に対する教育訓練の実施
　●自部門に関連する環境活動計画の実施及び達成状況の報告
　●自部門に必要な手順書の作成及び手順書により実施
　●自部門の想定される事故及び緊急事態への対応のための手順書作成
　●試行・訓練を実施、記録の作成
　●自部門の問題点の発見・訂正・予防処置の実施

全従業員
　●環境方針の理解と環境への取組の重要性を自覚
　●決められたことを守り、自主的・積極的に環境活動への参加

役割・責任・権限

代表者
(社長)

　●環境経営に関する統括責任
　●環境経営システムの実施に必要な人、設備・費用・時間等経営資源を準備
　●環境管理責任者を任命
　●環境経営方針の策定・見直し
　●環境経営目標・環境経営計画書を承認
　●代表者による全体の評価と見直し・指示
　●環境レポートの承認

環境管理責任者

　●環境経営システムの構築・実施・管理
　●環境関連法規等の取りまとめ表を承認
　●環境経営目標・環境経営計画書を確認
　●環境活動の取組結果を代表者へ報告
　●環境レポートの確認

環境管理事務局

　●環境管理責任者の補佐
　●環境負荷の自己チェック及び環境への取組の自己チェックの実施
　●環境経営目標・環境経営計画書原案の作成
　●環境活動の実績集計
　●環境関連法規等取りまとめ表の作成及び最新版管理
　●環境関連法規等取りまとめ表に基づく遵守評価の実施
　●環境関連の外部コミュニケーションの窓口
　●環境レポートの作成・公開(事務所に備付けと地方事務局への送付)
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□許可の内容

　　一般廃棄物処理・収集運搬業許可の内容

　　産業廃棄物収集運搬業・処分業許可の内容

燃
え
殻

汚
泥
廃
油

廃
プ
ラ
ス
チ
ッ

ク

紙
く
ず

木
く
ず

繊
維
く
ず

動
植
物
性
残
さ

ゴ
ム
く
ず

金
属
く
ず

ガ
ラ
・
コ
ン
・
陶
器
く
ず

が
れ
き
類

鉱
さ
い

ば
い
じ
ん

有 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
無 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
無 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　産業廃棄物処分許可の内容
許可区域

燃
え
殻

汚
泥

廃
プ
ラ
ス
チ
ッ

ク

紙
く
ず

木
く
ず

繊
維
く
ず

ゴ
ム
く
ず

金
属
く
ず

ガ
ラ
・
コ
ン
・
陶
器
く
ず

が
れ
き
類

鉱
さ
い

ば
い
じ
ん

○ ○ ○ ○ ○ ○
○
○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

□廃棄物処理フロー

一般廃棄物 選別作業 圧縮 有価物
　　収集運搬 粗大ごみ 　 缶・ペットボトル

缶
古紙 廃棄物

ビン （再生利用物）
金属くず
電池・蛍光灯 最終処分廃棄物

油 （再生不可能物）
陶器
など

可燃ごみ・廃プラスチック 行政引渡し

産業廃棄物 選別作業 中間処理 有価物
　　収集運搬 　 金属くず 　 ・破砕
（他社持込分含む） 廃プラスチック ・圧縮梱包

木くず ・破砕溶融 廃棄物

ガラスくず ・圧縮成形 （再生利用物）
産業廃棄物 など
　 収集運搬 最終処分廃棄物
（処分場直送分） （再生不可能物）

事業の範囲 廃棄物の種類

中間処理

破砕
圧縮梱包
破砕・溶融
選別

和歌山県 第03026070300号

令和6年10月28日 令和9年5月16日

圧縮成形

許可区域 許可番号 許可年月日 許可有効年月日 備　　　考

廃棄物の種類

白浜町 第8700225号 令和6年4月1日 令和8年3月31日

許可区域 許可番号 許可年月日 許可有効年月日

積
替
保
管

和歌山県 第03016070300号 令和2年7月2日 令和7年6月1日

和歌山県 第03026070300号 令和4年5月17日 令和9年5月16日

産業廃棄物処分業許可

産業廃棄物収集運搬業許可

大阪府 第02700070300号 令和6年8月30日 令和11年8月29日

奈良県 第02900070300号 令和2年8月17日 令和7年8月16日

許可番号

許可年月日 許可有効年月日

5



6

単位
kg-CO2

kg-CO2
kg-CO2

受託収集運搬量 トン
受託中間処理量 トン
受託最終処分量 トン

トン

※電力の二酸化炭素排出係数（調整後） kg-CO2/kWh
※今期のデータは期初から期の途中まで

※負荷の実績は工事現場を含む

※二酸化炭素総排出量は目標設定しない●●含まれる

✕
×
✕

✕
〇

✕

〇

行動目標（次項による。8Ｐ）

0.437

kWh 0
基準年度比 86% 116% 85% 95%

0.458 0.391

Scope1（化石燃料） 260,546 252,528 231,882
Scope2（電力） 97,924 94,138 88,713

189,672 199,804電力による二酸化炭素削減

4,135 4,530 6,886

基準年2022年
220,549

売上高原単位

187,467

785,559

290,058 231,882 287,036
95%

380,064

　産業廃棄物排出量 312.22 256.31 214.11
廃棄物排出量

水の削減

4,097 4,404 6,851
654 813 885

88%
87% 90%

2026年度
（目標）

90%

－ 87% 92.9%

854,682
基準年度比

kg-CO2 400,067
759,373

2024年度

95%

287,036

54%

77%

87% 98%

96% 95%

環境に配慮した収集運
搬

　　　　　　　　  　年　度
　　項　目

346,666 320,595
項　目 2022年度 2023年度

2024年度 2025年度

kg-CO2 97,924 84,214 88,713 83,235
基準年度比 86% 116% 85%

基準年度比

（基準値) （目標） （実績）

93,028

二酸化炭素総排出量 358,470

0

0.444 0.444 0.444

（目標）
評
価

基準年(2021年)

320,595 370,272

%

0.460 0.396

㎥

基準年度比

自動車燃料による二酸
化炭素削減

kg 872,843 759,373

ＲＩＣＯＨ電気 ＲＩＣＯＨ電気 ＲＩＣＯＨ電気

主な環境負荷の実績

環境経営目標及びその実績

kg-CO2/千円

374,272

kg-CO2 302,144

受託廃棄物のリサイク
ル率の向上

上記二酸化炭素排出量合計

一般廃棄物の削減
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数値目標：○達成　×未達成
活動：〇よくできた　△あまりできなかった　×全くできなかった

電力による二酸化炭素削減

取組紹介欄

2022年度

2024年

自動車燃料による二酸化炭素削減

取組紹介欄

2021年

2024年

取組紹介欄

2021年

2024年

1月

9月

○

6,740 8,2688,164

・効率的な訪問先のルートの設定

〇

9,755 10,098 9,093
2月 3月

8月

○

取組結果とその評価、次年度の取組内容

2月 3月

5月4月 6月

14,748 20,2028,780 15,325 19,259

夏季における軽装、冬季における重ね着など服
装の工夫をして、冷暖房の使用を抑えている

○

10月 11月 12月

6,908 6,283 8,010
7,8136,385 7,904 6,543

6,344 8,658 8,656

427
358 304
210

384 334 433
376389 327 331

388

24,820

・波状運転の防止

21,694 3,525

○

環境に配慮した収集運搬の実践が結果に出ています。次年度も
実践していきます。

23,174

・油圧リリーフの防止 ○

19,183
14,995

3月

18,027

9,560
7,150 4,868 6,035

9,855 15,998

364 304

27,386 22,257 22,456

299 403 319

数値目標

・急発進急加速の防止

5月 6月

25,214

9,715

339 493 402

5月 6月 7月 8月
10,347

1月

7月

354

9月 10月 11月 12月
390

14,995
17,394 15,103

2月1月
8,303

18,909 15,713
4,481

17,161

○

12月11月10月9月8月7月

○

数値目標 × 達成できませんでした。
従業員の個々の活動は出来ていました。ただ消費量の多い製鋼
副資材プラントが基準年において稼働の少ない時期があり、その
月の未達成が響いています。
来年度も基準年を変えずに活動しますが、単月単月を見据えて活
動していきます。

事務室、工場などの照明は、昼休み、残業時な
ど、不必要な時は消灯している

取組結果とその評価、次年度の取組内容達成状況

ロッカー室や倉庫、使用頻度が低いトイレなど、照
明は普段は消灯し、使用時のみ点灯している

4月

429 352

達成状況

4月

環境経営計画の取組結果とその評価、次年度の計画

0

50,000
電力（kWh） 2022年度

0

200

400

600

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月

ガソリン（L) 2021年 2024年

0

5,000

10,000

15,000

20,000 軽油（L) 2021年 2024年
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環境に配慮した収集運搬

法的義務を受ける主な環境関連法規制は次の通りです。

□外部からの環境上の苦情・要請等

緊急事態の想定： 津波の発生

■実施日：

■参加者： 全社員

■実施内容： □通報訓練　□消火訓練　☑避難訓練

■評価： 手順書の変更の必要性 ☑ あり □ なし

■実施状況の様子

※避難場所の処理施設屋上より撮影

令和6年6月11日

　津波による避難訓練を実施しました。
　会社所在地が海岸線から近く、日置川の中州に
位置するため、南海トラフ地震対策の一環です。
　今回、処理施設の屋上を避難場所として訓練し
ました。
　避難場所として有効であると判断しましたので、
手順書に「避難場所は処理施設屋上」と明記しま
した

和歌山県公害防止条例 破砕機、圧縮機、ふるい、ベルコン2基

破砕機、缶圧縮機

破砕機、缶圧縮機

環境関連法規制等の遵守状況の評価の結果、環境関連法規制等は遵守されていました。
なお、違反、訴訟等も過去３年間ありませんでした。

適用される事項（施設・物質・事業活動等）

収集運搬業、中間処理業、産業廃棄物（廃プラ、廃ガラス、廃油等）

排気ガスや騒音のレベルを抑えるため適正な車輌
整備を行っている ○

廃棄物処理法

毎日出発前や営業終了時に、車両担当者による左記記載内容な
どの確認を行っています。
日々の活動が良い結果を生みました。

達成状況 取組結果とその評価、次年度の取組内容

適用される法規制

デジタル式運行記録計、ドライブレコーダーなど
エコドライブ関連機器を導入している ○

タイヤの空気圧を定期的に確認し、適正値（メー
カー指定の空気圧）を保つようにしている ○

エコドライブなど運転方法の配慮（急発進・急加
速や空ぶかしの排除、駐停車中のエンジン停止な
ど）を励行している

○

業務用空調機、重機のエアコン
消防法（危険物）
フロン排出抑制法

指定可燃物保管「ぼろ及び紙くず」「木くず」「合成樹脂類」

環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果，並びに違反，訴訟の有無

収集運搬車

積替え保管の「廃油」

騒音規制法

振動規制法

水質汚濁法

顧客要求事項

NOx・PM法

過去3年間苦情はありません。

緊急事態対応の試行・訓練
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代表取締役　廣田　稔雄
実施日：

環境経営方針 ☑ 変更なし □ 変更あり

環境経営目標・計画 ☑ 変更なし □ 変更あり 実績を踏まえて見直すこと
実施体制 ☑ 変更なし □ 変更あり

□協会からの表彰

　当社社員の澤井勇人くんが和歌山県産業資源循環協会から表彰を受けました。これからも
社員の見本となるよう頑張ってもらいたいです。

2025/5/1

代表者による全体の評価と見直し・指示

これまでの環境活動の紹介

　2024年度においても、新事業（製鋼副資材の製造）は昨年同様、順調に進めることができ
ました。その結果、社内における新事業への経験値も着実に蓄積されてきています。
　この経験を活かし、本年度は新事業の「節電・節水」に注力し、新事業を当社の確固たる
柱へと育てていきたいと考えております。それが、当社の企業基盤の強化につながるもの
と確信しております。
　本年度も、従業員一同の知恵と努力を結集し、エコ活動を継続しながら企業基盤のさらな
る強化に努めてまいります。
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